
第１３９回簿記検定試験 

２級 出題の意図 

 

[第１問] 

（出題の意図） 

 前回（第１３８回）の講評をご覧いただくと、５問中３問について受験者の

取引を正しく仕訳する力の低下が指摘されています。簿記検定は実務能力の検

定を前提としていますから、このことは極めて重要であり、一般的な取引につ

いて問題文を読みとって正しく仕訳で示せるか試すことを、出題の意図としま

した。 

 

１．分割払いの建設工事の最終回の支払い後、これを総額で建物と修繕費に振

り替える仕訳で、二つの仕訳が同時に行われるのがポイントです。 

２．３年分の広告料金の支払いを資産に計上し、これを毎月費用に計上してい

くことがポイントです。問題文からは、決算整理仕訳ではないことが読み

とれると思います。 

３．定期預金の継続の仕訳ですが、法人税等の中間納付の仕訳や給与総額から

所得税が源泉徴収される仕訳を思い浮かべれば、正答にたどり着いたと思

います。 

４．定期修繕費用の支払いと修繕引当金の充当の仕訳の問題です。 

５．固定資産に関する税金を、費用計上するものと取得原価に含めるものとに

区分して仕訳として示す問題です。 

 

簿記検定は実務能力の検定ですから、取引に関わる実務や事務の流れもなる

べく問題文に織り込んであり、それをそのまま素直に読めば、５問中４問程度

は仕訳することができると思います。ただし、無理にいわゆるパターン学習の

問題文に合わせようと読むと回答に手間取ってしまうかもしれません。 

 

[第２問] 

（出題の意図） 

本問は、備品の取引に関わる資料に基づいて、減価償却費、売却損、除却損

の各種金額を正確に計算できるかどうか、また総勘定元帳における備品勘定お

よび備品減価償却累計額勘定への記入を正しく行うことができるかどうかを

問う問題です。２級の商業簿記の問題としては、基本的で標準的な内容の問題

です。 

減価償却費の計算については、定額法と定率法という２つの計算方法の違い



を理解していること、また月割計算にも注意しながら正確に計算できることが

ポイントとなります。さらに、減価償却費の計算は、減価償却累計額の金額を

通じて売却損や除却損の計算にも影響を及ぼすことになります。 

総勘定元帳における備品勘定および備品減価償却累計額勘定への記入につ

いては、総勘定元帳における勘定記入および英米式決算法による勘定の締切り

を正しく理解していることがポイントとなります。 

 

[第３問] 

（出題の意図） 

本問は、株式会社における決算の理解を問う趣旨で出題しました。第１３７

回の検定試験では損益計算書、第１３８回の試験では貸借対照表の作成が出題

されましたが、今回は貸借対照表を基本としつつ、区分式損益計算書において

示される各種の利益も問うことで、総合的な財務諸表の作成問題としました。 

特に各種の利益を算定するにあたっては、費用のうち何が売上原価に加算さ

れるか、販売費及び一般管理費、営業外費用あるいは特別損失のどれに該当す

るのか、そして収益も、売上高は良いとして、収益のうち営業外収益または特

別利益のいずれに該当するものか、自分で判断しなければなりません。そのた

め、本質的な理解力が求められるとともに、解答にあたっては作業する量が増

すことになりますが、問題自体はオーソドックスなうえ、出題論点を厳選しま

したので、過去２回にわたる検定試験の出題を分析し、内容を確認していた受

験者であれば、多少時間がかかっても解けない問題ではなかったと思います。 

 また、本問では消費税の期末における処理（税抜方式)も出題しました。会計

期間の関係で税率は５％に設定され現在の税率とは異なっていますが、消費税

はその性格上、会計実務においては日常的にその処理が必要となりますので、

その重要性に鑑みて出題しました。 

 さらに、減価償却に関する根本的な理解を問うため、総勘定元帳においては

直接法によって記帳をしているものの、決算日時点での財政状態を示す貸借対

照表では間接控除方式で示す形式を出題しました。したがって、固定資産の取

得原価と期首時点での減価償却累計額をそれぞれ計算する必要があります。 

 しかしながら、多岐にわたる事項を制限時間内に迅速かつ正確に解答するこ

とはたやすいことではないと判断したため、法人税等￥500,000 は税引前当期純

利益の 25％にあたる旨を問題文に明示することで検算等の便宜に供することを

はじめとして、貸借対照表においては決算整理で変動しない項目は予め答案用

紙に印字するとともに、採点箇所の選定についても一定の配慮を加えました。 

 

 



[第４問] 

（出題の意図） 

 直接配賦法による補助部門費の配賦、部門別予定配賦率の計算、その予定配

賦率を使っての製造部門における予定配賦額の記入、予定配賦額と実際発生額

の差である配賦差額の計算、配賦差額の原因分析の一連の流れを理解している

かどうかを問う問題であり、きわめて基礎的な問題です。 

製造間接費予算について、変動費と固定費の情報が与えられていないので、

配賦差額の原因分析は、固定予算に基づいて行うしかありません。固定予算に

基づいて製造間接費配賦差額を分析する際は、予算額と実際発生額との差であ

る予算差異と、配賦基準である直接作業時間が予定と実際で異なることにより

予算額がすべて製品に配賦されないことから生じる操業度差異に分解されるこ

とに注意する必要があります。この固定予算による差異分析は、固変分解を行

わなくても差異分析を行うことができるので実務上重要です。 

なお、予算額、予定作業時間は年間で与えられているので予算差異や操業度

差異を計算するには、12 で割って月次予算額および月次の予定直接作業時間を

計算する必要があります。 

 

[第５問] 

（出題の意図） 

直接原価計算と原価・営業量・利益関係の分析（ＣＶＰ分析）を組み合わせ

た出題でした。問１は、全部原価計算から直接原価計算への損益計算書の組み

替え問題です。問題文には固定費の金額が与えられていますから、これを差し

引いて変動費を求めます。今回の問題には仕掛品と製品の在庫がありませんの

で、営業利益は全部原価計算でも直接原価計算でも同じになります。それが分

かれば早く解答にたどり着けたでしょう。問２と問３は、問１を踏まえて、単

位あたり貢献利益（あるいは貢献利益率）を求められたかどうかがポイントに

なります。 

直接原価計算やＣＶＰ分析の問題は得点率が低くなる傾向にありますが，今

回は在庫が存在しないケースであること（第１３６回も参照のこと）、そしてＣ

ＶＰ分析は損益分岐点売上高など基本論点の出題であることから確実な得点が

望まれる問題です。これから２級の学習を始める方にも繰り返し解いてもらい

たい問題の一つです。 


